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代表取締役 袴田 武史 

取 締 役 総 数  ７名 

 

 2024 年 11 月 17 日、代表取締役袴田武史が取締役及び監査役の全員に対して、取締役会の決議の

目的である事項について、以下の内容の提案を発し、当該提案につき、2024 年 11 月 18 日までに、

監査役からの異議がなく、議決に加わることのできる取締役の全員から電磁的記録により同意する

旨の意思表示を得たので、会社法第 370 条及び当社定款第 25 条第２項に基づき、当該提案を承認可

決する旨の取締役会の決議があったものとみなされた。 

 

決議の目的である事項 

 

第１号議案：第三者割当による新株式の発行の件 

（１）添付別紙１の発行要項に従い、その全てを割当予定先に対して割り当てる第三者割当による新株

式（以下「本普通株式」という。）の発行（以下「第２回第三者割当（株式）」という。）を行うこ

と、（２）金融商品取引法に基づく発行登録の効力が発生していること及び発行登録追補書類の提出を

条件として、第２回第三者割当（株式）に関して割当予定先との間で、添付別紙２（添付省略）の様式

の総数引受契約を締結すること、並びに、（３）第２回第三者割当（株式）に必要な一切の事項の決定

及び手続の実施について、代表取締役又はその指名する者に一任すること。 

なお、当社株式の株価動向、株式市場動向、発行される本普通株式の数その他の事情を踏まえ、本普

通株式の発行条件について添付別紙１のとおりとしたい理由について、詳細な説明がなされている。 

また、井上優司監査役から、監査役全員（うち社外監査役２名）の意見として、第２回第三者割当

（株式）の払込金額について、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠した

ものであり、特に有利な払込金額ではなく適法である旨の意見表明があった。 

 

第２号議案：第三者割当による第 15 回新株予約権の発行の件 

（１）添付別紙３の発行要項に従い、その全てを割当予定先に対して割り当てる第三者割当による、第

15 回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の発行（以下「第２回第三者割当（新株予約権）」

という。）を行うこと、（２）金融商品取引法に基づく発行登録の効力が発生していること及び発行登

録追補書類の提出を条件として、第２回第三者割当（新株予約権）に関して割当予定先との間で、添付

別紙４（添付省略）の様式の総数引受契約を締結すること、並びに、（３）第２回第三者割当（新株予

約権）に必要な一切の事項の決定及び手続の実施について、代表取締役又はその指名する者に一任する
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こと。 

なお、第三者算定機関である株式会社赤坂国際会計から当社宛てに報告がなされた本新株予約権の評

価額及びその算定方法その他の内容、市場の状況、当社の財政状況その他の事情を踏まえ、本新株予約

権の発行条件について添付別紙３のとおりとしたい理由について詳細な説明がなされている。 

また、井上氏から、監査役全員（うち社外監査役２名）の意見として、本新株予約権の発行条件は、

第三者算定機関が当社及び割当予定先から独立した立場にあるため、その選定が妥当であること、発行

価額は、当該第三者算定機関によって算出された評価額と同額であること、並びに当該第三者算定機関

の計算方法及び前提条件に不合理な点が認められないことから、割当予定先に特に有利な金額での発行

に該当せず、適法である旨の意見表明があった。 

以 上 

 

以上のとおり、取締役会の決議の省略を行ったので、電磁的記録による取締役会決議があったと

みなされた事項を明確にするため、会社法第 370 条、会社法第 369 条第３項及び会社法施行規則第

101条第４項第１号に基づき本議事録を作成し、代表取締役がこれに記名押印をする。 

 

 

2024年 11月 18日 

株式会社 ispace  

 

代表取締役 袴田 武史 
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添付別紙１ 

第２回第三者割当（株式） 普通株式発行要項 

 

（１）募集株式の種類及び数 普通株式2,750,000株 

（２）払込金額 1株につき547円 

（３）払込金額の総額  1,504,250,000円 

（４）増加する資本金の額 752,125,000円 

（５）増加する資本準備金の額 752,125,000円 

（６）割当方法 第三者割当の方法による。 

（７）払込期日 2024年12月３日（火） 

（８）その他  上記各号については、金融商品取引法に基づく発行登録の効力発生及び

発行登録追補書類の提出を条件とする。 

 

  

 



4 

 

添付別紙２ 

（添付省略） 
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添付別紙３ 

株式会社 ispace 第 15回新株予約権 

発 行 要 項 

 

１．本新株予約権の名称 

 株式会社 ispace第 15回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申 込 期 間 

 2024年 12月３日 

３．割 当 日 

 2024年 12月３日 

４．払 込 期 日 

 2024年 12月３日 

５．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、すべての本新株予約権を CVI Investments, Inc.に割り当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 2,750,000 株とする（本

新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100 株とす

る｡）。但し、下記第(２)号乃至第(４)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予

約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(２) 当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合を行う場合には、割当株式数は次の算式

により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×分割・無償割当て・併合の比率 

また、上記のほか、調整後割当株式数の調整を必要とする事由が生じた場合には、当社は、

調整後割当株式数を合理的な範囲で調整することができる。 

(３) 調整後割当株式数は、当社普通株式の分割又は併合の場合は、分割又は併合のための基準

日の翌日以降、当社普通株式の無償割当ての場合は、無償割当ての効力発生日以降、又は無

償割当てのための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。 

(４) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、

本新株予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整

を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他

必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことができな

い場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数 

 27,500個 

８．各本新株予約権の払込金額 

 金 753円（本新株予約権の目的である株式１株当たり 7.53円） 
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９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当

株式数を乗じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使

価額」という｡）は、当初 729円とする。 

10．行使価額の修正 

該当なし 

11．行使価額の調整 

(１) 本新株予約権の発行後、下記第(２)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生

じる場合又は変更を生じる可能性がある場合等で、当社普通株式の新たな発行又は当社の保

有する当社普通株式の処分における払込金額（下記第(２)号②の場合は、取得請求権付株式

に係る取得請求権又は新株予約権を当初の発行条件に従い行使する場合の下記第(２)号③に

定義する取得価額等。また、下記第(２)号③の場合は、下方修正等が行われた後の取得価額

等）が、下記第(２)号において調整後行使価額の適用開始日として定める日において有効な

行使価額を下回る場合には、行使価額は当該払込金額又は取得価額等と同額（但し、調整後

行使価額の下限は 360 円（下記第(３)号及び第(４)号の規定を準用して調整される。）とす

るが、当該下限を下回ることとなる場合には、当社の取締役会の決議により、当該下限を適

用しないことができる。）に調整される。 

(２) 新株式発行等により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、

次に定めるところによる。 

① 当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（無償

割当てによる場合を除く｡）（但し、株式報酬制度に基づき当社又はその関係会社（財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定める関係会社をいう。以下

同じ。）の取締役その他の役員又は従業員に当社普通株式を交付する場合、新株予約権

（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株

式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交

付する場合、会社分割、株式交換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合、

及び当社及び CVI Investments, Inc.の間の 2024年 10月 11日付 EQUITY PROGRAM AGREEMENT

に基づき CVI Investments, Inc.対して第三者割当の方法により当社普通株式を発行する場

合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とす

る｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための

基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 当社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は当社普通株式の交付を請求で

きる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）（但し、当社及び CVI 

Investments, Inc.との間の 2024年 10月 11日付 EQUITY PROGRAM AGREEMENTに基づき CVI 

Investments, Inc.対して第三者割当の方法により発行する当社新株予約権を除き、以下

「取得請求権付株式等」と総称する。）を発行又は付与する場合（無償割当ての場合を含



7 

 

む。但し、当社又はその関係会社の取締役その他の役員又は従業員に新株予約権を割り当

てる場合を除く。） 

調整後行使価額は、払込期日（払込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の

場合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株

主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを

適用する。 

③ 取得請求権付株式等（当社又はその関係会社の取締役その他の役員又は従業員に割り当

てられたものを除く。）の発行条件に従い、当社普通株式１株当たりの対価（以下「取得

価額等」という。）の下方修正等が行われた場合 

調整後行使価額は、下方修正等が行われた後の取得価額等が適用される日以降これを適

用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む｡）の取得と引換えに当社普通株式を交付する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の

株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①及び②に

かかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場

合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求を

した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 

調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り 

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(３) 当社は、本新株予約権の発行後、下記第(４)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に

変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「株式分

割等による行使価額調整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

      新 発 行 ・ 

処分株式数 
× １株当たりの 

払 込 金 額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既発行

株式数 
＋ 

時 価 

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

(４) 株式分割等による行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。 

① 株式の分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

② 株主に対する無償割当てにより当社普通株式を発行又は処分する場合 

調整後行使価額は、無償割当ての効力発生日以降、又は無償割当てのための基準日があ

る場合はその日の翌日以降これを適用する。 
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③ 本号①及び②の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の

株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①及び②に

かかわらず、調整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場

合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求を

した新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 

調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り  

当該期間内に交付された株式数  

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(５) 当社は、本新株予約権の発行後、下記第(６)号に定める特別配当の支払いを実施する場合

には、次に定める算式（以下「特別配当による行使価額調整式」といい、株式分割等による

行使価額調整式とあわせて「行使価額調整式」と総称する。）をもって行使価額を調整する。 

調 整 後 

行使価額 
＝ 

調 整 前 

行使価額 
× 

時価－１株当たり特別配当 

時価 

「１株当たり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る基準日における割当株式数

で除した金額をいう。１株当たり特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を四捨五入する。 

(６)① 「特別配当」とは、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間の末日まで

の間に到来する配当に係る基準日における、当社普通株式１株当たりの剰余金の配当（会

社法第 455 条第２項及び第 456 条の規定により支払う金銭を含む。金銭以外の財産を配当

財産とする剰余金の配当の場合には、かかる配当財産の簿価を配当の額とする。）の額に

当該基準日時点における割当株式数を乗じて得た金額をいう。 

② 特別配当による行使価額の調整は、各特別配当に係る基準日に係る会社法第 454 条又は

第 459条に定める剰余金の配当決議が行われた日の翌日以降これを適用する。 

(７) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満に

とどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事

由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調

整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。 

(８)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨

五入する。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、株式分割等による行使価額調整式の場合は調整後行

使価額が初めて適用される日（但し、上記第(４)号③の場合は基準日）、又は特別配当に

よる行使価額調整式の場合は当該剰余金の配当に係る基準日にそれぞれ先立つ 45 取引日目

に始まる 30 取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終

値のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための

基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて
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適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当

社の保有する当社普通株式数を控除した数とする。また、上記第(４)号①の場合には、行

使価額調整式で使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株

式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする｡ 

(９) 上記第(２)号、第(４)号及び第(６)号記載の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、

次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価

額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額の

調整を必要とするとき。 

② その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額

の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。 

(10) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新

株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額

及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤及び第(４)

号③に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、

適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2024年 12月４日から 2028年 12月３日までとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17

条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、

資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

15．本新株予約権の行使請求の方法 

(１) 本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中

に第 18項記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(２) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額の全額を現金にて第 19 項に定める払込取扱場所の当社が指定する

口座に振り込むものとする。 

(３) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 18 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必

要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。 
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16．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

17．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項並びに当社及び CVI Investments, Inc.との間の 2024 年 10 月 11 日付 EQUITY 

PROGRAM AGREEMENT に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテカル

ロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、当社株式の流動性、割当先の権利行使行動

及び割当先の株式保有動向等について一定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約

権１個の払込金額を金 753円とした。 

18．行使請求受付場所 

 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部 

19．払込取扱場所 

 三井住友銀行 日比谷支店 

20．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

 本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部

について同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券

保管振替機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

21．振替機関の名称及び住所 

 株式会社証券保管振替機構 

 東京都中央区日本橋兜町７番１号 

22．その他 

(１) 上記各項については、金融商品取引法による発行登録の効力発生及び発行登録追補書類の

提出を条件とする。 

(２) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役 CEOに一任する。 

以  上 

  



11 

 

添付別紙 4 

（添付省略） 


